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（写真）情報通信省 “ロドリゲス暫定政権 軍最高幹部から地域統括者まで実質的に軍幹部を全て交代” 

 

 

２０２６年３月２０日（金曜） 

 

政 治                     

「暫定政権 地域管轄部隊のトップも交代 

～国防相～軍部責任者を実質的に全て交代～」 

「恩赦法 これまでに８０００人超に適用」 

「暫定政権 マドゥロ政権の大物企業家を拘束」 

経 済                     

「IMF ベネズエラ政府との技術的協議を継続」 

「イタリア・ベネズエラ 商談会の実施で合意」 

「カタール－コロンビアーベネズエラ・ルート開設」 

社 会                     

「チャカオ市 夜間警備に犬型ロボットを導入」 

26 年 3 月 21-22 日（土・日） 

 

政 治                    

「暫定政権 猛暑を想定し節電計画を発表 

～市民・行政に節電のための協力を要請～」 

「前国防相 全てはベネズエラ戦争阻止のため」 

経 済                    

「中銀 ２５年の GDP 成長率は８．７％増 

～専門家からは過大評価との指摘も～」 

「中国 Foton タチラ州に新拠点を開設」 

「２６年 ２カ月半で通貨供給量が４６％増」 

社 会                     

「移民制限により無駄になった手数料 10 億㌦？」 
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２０２６年３月２０日（金曜）             

政 治                       

「暫定政権 地域管轄部隊のトップも交代          

  ～国防相～軍部責任者を実質的に全て交代～」       

 

前号「ベネズエラ・トゥデイ No.1346」にて、暫定政権

が国防相・軍部最高幹部らの交代を発表したとの記事を

紹介した。 

 

ロドリゲス暫定大統領は、更に「地域統合戦略防衛区 

（REDI）」のトップ交代も発表した。 

 

軍部の組織体制については「ウィークリーレポート

No.54」を参照されたいが、REDI のトップは地域の責

任者である。 

 

REDI は以下の通り８つの地域に分類されている。 

 

 

 

新たに REDI トップに指名された軍人は以下の通り。 

（敬称略、上の表の順番に紹介） 

 

・REDI Capital：César Augusto Lugo Rivera 

・REDI Central：Ángel Daniel Balestrini Jaramillo 

・REDI Oriental：Erasmo Eduardo Ramos Iriza 

・REDI Occidental：Pedro Esteban González Ovalles 

・REDI Guayana：Wilfredo Alexandrer Machado  

・REDI Los Llanos：Gustavo Adolfo Serrano 

・REDI Los Andes：Pablo Ernesto Lizano Colmenter;  

・REDI Marítima e Insular：Víctor Hugo Borjas Trujillo 

 

なお、暫定政権は２６年１月にも ZODI（REDI よりも

大きなくくりの地域分類）のトップを交代させており、

実質的に軍部の幹部クラスを全て交代したと言える

（「ベネズエラ・トゥデイ No.1322」）。 

 

 

 

今回の人事交代発表後、ロドリゲス暫定大統領は、南米

の解放者シモン・ボリバルを引用し、 

「ボリバルがどれほど多くの困難に直面したか」 

「彼は軍事的敗北を経験し、政治的裏切りにも遭い、個

人的な危機も味わった」「しかし彼は常に立て直し、戦

力を再編し、ベネズエラ独立の過程を前進させる術を知

っていた」とコメント。 

 

軍の新体制は、シモン・ボリバルが乗り越えたのと同様

の困難を克服しなければならないと強調した。 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/267c5a4ea10c2ad164e809ff1619eace.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/63ff2ff43e72545043ca8620ac79431d.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/63ff2ff43e72545043ca8620ac79431d.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/7643ea3c7f27864739c51903e29dd4e8.pdf
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「恩赦法 これまでに８０００人超に適用」         

 

３月２０日 国会の「恩赦法委員会」は、恩赦法による

囚人解放の進捗状況について報告を行った。 

 

同委員会の代表を務めるホルヘ・アレアサ議員によると、

これまでに８０６８人が恩赦法の枠組みを適用された

という。 

 

この８０６８人のうち、７８０８人は「条件付き解放」

というステータスで、国外移動は禁止されており、定期

的に保護観察所に顔を出すなど一定の義務があり、完全

な解放ではない。残りの２６０人は完全解放だという。 

また、これまでに１１３９６件の恩赦法適用申請を受け

たと説明。恩赦法は大きな成果を上げていると強調した。 

 

（写真）@jaarreaza “恩赦法の成果について発表” 

 

なお、同日に野党の指導者マリア・コリナ・マチャド氏

は SNS にて、「拘束されている軍人に対する食事の量が

減らされている」と訴えた。 

 

MCM 氏は、暫定政権下でも政治的な理由での軍人の拘

束が続いていると指摘。最近になって食事量が削減され

ており、「体罰や圧力の強化」と指摘し、囚人らの人権

問題を訴えている。 

 

「暫定政権 マドゥロ政権の大物企業家を拘束」         

 

３ 月 １ ９ 日 か ら ベ ネ ズ エ ラ の 大 物 企 業 家 Wilmer 

Ruperti 氏が拘束されたとの噂が流れていた。 

 

本件について、２０日に Ruperti 氏の顧問弁護士がロイ

ター通信に対して、同氏が拘束されたことを認めた。 

ただし、この時に弁護士は「１９日に拘束されたが、２

０日には解放される予定」と補足していたという。 

 

ただし、３月２３日時点で Ruperti 氏が解放されたとい

う報道は確認できていない。 

 

Wilmer Ruperti 氏は、２００２年～０３年にかけてベネ

ズエラで PDVSA を中心とする大規模なストライキが

起きた際に故チャベス政権を救った英雄と評される人

物である。 

 

２００２年当時、ストライキにより石油産業が停止し、

ベネズエラは一時的に深刻な燃料不足に陥ったことが

あった。この時、Ruperti 氏は自社のタンカーを使用し、

ベネズエラへ燃料を供給し、社会混乱を防ぎ、故チャベ

ス政権を守った人物とされている。 

 

この件を機に、故チャベス政権内で急速に勢力を伸ばし、

マドゥロ政権下でも政府系ビジネスに関与していたと

されている。 
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経 済                        

「IMF ベネズエラ政府との技術的協議を継続」           

 

「国際通貨基金（IMF）」の Julie Kozack 報道官は、ベ

ネズエラとの協議について言及。 

 

ベネズエラ当局および同国の各機関と技術レベルでの

対話の構築に取り組んでいることを明らかにした。 

 

Kozack 報道官は、ベネズエラ当局との協議は長年入手

できていなかったデータの取得を目的としていると説

明。経済データを取得することで経済の分析精度を向上

させることが出来ると説明した。 

 

ただし、これらの協議は暫定政権と IMF の関係が正式

に再開したことを意味するものではないと説明。 

 

また、このような協議は、IMF が「経済が脆弱な国家」

と分類した国に対して行っている通常活動の一環であ

り、その目的は情報収集および事実分析に限定されると

補足した。 

 

Kozack 報道官は「IMF が暫定政権をベネズエラ政府と

認識するかは、IMF 加盟国の承認によって決定される」

と説明しており、IMF とベネズエラの関係は、政府認識

の問題を理由に２０１９年以降停止したままとの見解

を示した。 

 

「イタリア・ベネズエラ 商談会の実施で合意」                  

 

３月２０日 イバン・ヒル外相は、ベネズエラ政府とイ

タリア政府が両国の戦略分野における企業商談会を実

施することで合意したと発表した。 

 

具体的には「農業」「農産業」「エネルギー」「科学技術」

分野を対象に商談会が開催される予定だという。 

 

イタリアはマドゥロ大統領拘束の混乱の中、速やかにロ

ドリゲス暫定政権と接触を開始（「ベネズエラ・トゥデ

イ No.1318」）。 

 

２０１９年から断絶していた外交関係の再開を決定し、

２６年２月にはベネズエラへイタリア代表大使を派遣

しており、両国の関係は急速に接近している（「ベネズ

エラ・トゥデイ No.1337」）。 

 

「カタール－コロンビアーベネズエラ・ルート開設」                  

 

コロンビアの貿易投資促進組織「ProColombia」は、ベ

ネズエラとコロンビアが、カタール（ドーハ―ボゴタ―

カラカス）を結ぶ路線を 4 月から 5 月の間に開設する

と発表した。 

 

ProColombia によると、この路線は、3 カ国の当局の間

で 1 年前から検討が進められてきたものだという。 

 

なお、現時点での同路線の運航開始予定日は４月２９日

のようだが、中東情勢の影響により変更する可能性があ

るという。 

 

ProColombia のカルメン・カバジェロ会長は、今回の路

線について、「ペルシャ湾諸国、中国、ロシアからの観

光客やビジネス関係者のアクセスを開くもの」と強調。 

「地政学的かつ商業的に極めて重要な動き」との見解を

示した。 

 

カタールは、ベネズエラと米国との協議の仲介役として

重要な役割を果たした国である。 

 

デルシー・ロドリゲス暫定大統領および兄のホルヘ・ロ

ドリゲス国会議長は中東との関係が強く、カタール路線

の運航開始に至ったと考えられる。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/bf26c50f0c3e8523ffab3a504305c87c.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/bf26c50f0c3e8523ffab3a504305c87c.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/b81442a1c58c9ea879b1625cc2cf3f9a.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/b81442a1c58c9ea879b1625cc2cf3f9a.pdf
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社 会                        

「チャカオ市 警備に犬型ロボットを導入」           

 

３月２０日 日本企業が集まるチャカオ市のグスタボ・

ドゥケ市長は、治安対策として AI ロボットの警備犬を

使用すると発表した。 

 

ドゥケ市長によると、ラテンアメリカで初めて AI ロボ

ット警備犬を使用する市になるという。 

 

このロボット警備犬は、フランス広場周辺を警備する。

高解像度カメラとモーションセンサーを搭載しており、

巡回中に強盗、破壊など問題を探知すると応援を要請す

るような設定になっているようだ。なお、このロボット

犬は立つことも出来、お手など簡単な命令にも従う。 

 

また、２匹の警備犬には名前がついており、１匹は

「Voltio」、もう１匹は「Turbo」だという。 

 

 

（写真）Gustavo Duque 市長 Instagram 

 

 

２０２６年３月２１日～２２日（土曜・日曜）              

政 治                       

「暫定政権 猛暑を想定し節電計画を発表       

  ～市民・行政に節電のための協力を要請～」        

 

３月２１日 ロドリゲス暫定政権は、今後ベネズエラで

想定される猛暑に対応するための節電計画「全国的な電

力節約計画（Plan Nacional de Ahorro Eléctrico）」を発

表。約４５日間にわたり国民や行政機関に節電するよう

協力を求めた。 

 

ロドリゲス暫定大統領によると、今後ベネズエラは気温

上昇と干ばつが進行し、電力需要の大幅な増加が見込ま

れるという。しかし、ベネズエラの電力インフラは劣化

しており、これらの需要増加を充足できるだけの電力を

供給することが出来ない。 

 

ロドリゲス大統領は、エアコンの設定温度を２１度以上

に保つことや、不要な電気機器の使用停止など、具体的

な節電行動を呼びかけた。 

 

また、電気エネルギー省が節電ガイドラインを策定する

との方針も示された。 

 

他、地方行政に対して、送電インフラへの影響を抑える

ため、送電線周辺の草刈りや樹木管理の強化を要請。 

森林火災の防止や設備保全にも重点を置くとの方針を

示している。 

 

加えて、温度の高い地域を特定するために熱感知ドロー

ンを設置し、監視体制を強化すると説明した。 
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「前国防相 全てはベネズエラ戦争阻止のため」           

 

３月２２日 ２０１５年からベネズエラ国防相を務め

ていたパドリーノ・ロペス前国防相が自身の SNS にメ

ッセージを投稿。１０年以上にわたる国防相としての運

営について見解を示した。 

 

その中で、「私が国防省のトップとして在任していた期

間には、避けがたい結果を伴う困難な決断があったこと

を認める」「そのため、国内政治の一部の勢力から非難

の対象となり、域外からの告発を受けることもあった」

と振り返った。 

 

「困難な決断」が具体的に何を指しているかは明らかに

していないものの、これらの決断について「常にベネズ

エラ国民、そして兵士たちの命と平和を優先するもので

あった」と自身の判断を擁護。 

 

また「最大の目標はベネズエラでの戦争を回避すること

だった」と説明。 

 

「一部の過激な勢力によって、ベネズエラは何度も混乱

と蛮行を触発されてきた」「これらの挑発に対して国は

自制し、FANB は最前線に立って防波堤の役割を果たし

た」「その結果、我々は侮辱や憎悪、中傷の対象となっ

た」「しかし、もし我々が兄弟同士の内戦という暗く悲

惨な泥沼に突き進んでいたなら、この国はどうなってい

ただろうかを問うべきだ」との見解を示した。 

 

経 済                       

「中銀 ２５年の GDP 成長率は８．７％増     

    ～専門家からは過大評価との指摘も～」            

 

「ベネズエラ中央銀行（BCV）」は、２０２５年の GDP

成長率を発表した。 

 

 

BCV によると、２５年の GDP 成長率は前年比８．６

６％増。２４年は同８．７％増だったので、前年とほぼ

同じ GDP 回復だったということになる。 

 

以下は２０２５年の GDP 成長率の詳細。 

 

石油分野は同１５．２％増、非石油部門は同６．４％増

で、石油部門がけん引する形での経済成長だったという

ことになる。 

 

 

 

なお、２０２５年はトランプ政権による制裁強化により

経済的には決して好調ではなかったとの認識が一般的

で、前年比８．６６％増というのは過大評価と見る専門

家は多い。 

 

IMF は２０２５年のベネズエラの GDP 成長率につい

て、０．５％増と予想している（「ウィークリーレポー

ト No.431」）。 

 

表：ベネズエラの業種別GDP成長率（２０２５年） （単位：％）

部門・業種 2025年*

石油分野＋非石油分野 8.7

石油分野 15.2

非石油分野 6.4

Agricultura農業 4.5

Minería鉱業 10.9

Manufactura製造業 8.1

Electricidad y agua電気・水道業 2.1

Construcción建設業 30.7

Comercio y reparación vehículos商業・自動車補修業 9.2

Transporte y almacenamiento交通・倉庫業 5.0

Alojamiento y servicios de comidas宿泊・食事サービス業 9.6

Información y comunicaciones情報通信業 4.9

Actividades financieras y de seguros金融・保険業 12.7

Actividades inmob., profes., cient., técnicas, admin. y de apoyo不動産業、専門技術職 4.9

Servicios de enseñanza, salud, entretenimiento y otras de servicio教育・医療・娯楽・その他サービス業 5.5

Servicios de gobierno general政府サービス 1.7

（出所）ベネズエラ中央銀行、※全て暫定値

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/fe047f556a08b4af7e4b7e665de1759d.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/fe047f556a08b4af7e4b7e665de1759d.pdf
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「中国 Foton タチラ州に新拠点を開設」         

 

中国系商用車メーカーの「北汽福田汽車（Foton）」は、

タチラ州に新拠点を開設し、ベネズエラ国内の販売網を

ディーラー１２拠点と販売拠点 2 カ所に拡大した。 

 

新拠点は、メリダ州、タチラ州、トゥルヒージョ州、バ

リナス州などアンデス地域をカバーする戦略的拠点と

して機能し、同地域の顧客が商用車ラインナップや専門

的なアフターサービスに直接アクセスできるようにな

るという。 

 

Foton は、専門的な技術サポート体制と２０万点以上の

スペアパーツ在庫を備え、ベネズエラにおけるプレゼン

スを強化している。 

 

販売ネットワークを拡充し、国内展開を強化することで

２０２６年末までに市場シェア４％の獲得を目標とし

ているようだ。 

 

「２６年 ２カ月半で通貨供給量が４６％増」            

 

現地経済系メディア「Bancaynegocios」は、２０２６年

から３月１３日までの約２カ月半で、ベネズエラのマネ

ーサプライが４５．５３％増加したと報じた。 

 

前年同期（２５年１月～３月中旬）のマネーサプライの

増加率は７％であり、２６年に入って急激に増加してい

ることになる。 

 

マネーサプライとは、銀行などの金融機関を除いた、企

業や個人などの「民間」が保有する通貨の総量（現金＋

預金）を指す指標。実経済で使用できるお金の総量と言

える。 

 

 

 

Bancaynegocios によると、３月２０日時点のマネーサ

プライは、先週比１２．２６％増の約１兆３４９０万ボ

リバル。公式レートでドルに換算すると２９．５億ドル

に相当する。一方、２月末時点のドル建てのマネーサプ

ライは約３１．７億ドルだった。 

 

つまり、ボリバル建てのマネーサプライは増えたが、ボ

リバル価値が下落したため、ドル建てではマネーサプラ

イは減少していることになる。 

 

ボリバル価値の下落はインフレに直結する。ベネズエラ

経済の先行きについてポジティブな雰囲気が漂い始め

ているが、物価高騰は大きな懸念材料と言える。 

 

社 会                        

「移民制限により無駄になった手数料 10 億㌦？」           

 

保守系シンクタンク「Cato 研究所」は、米国では１つの

国を対象に複数の政策が導入されており、その結果、手

続きが増え、多くの人々が一部の手数料を支払ったのも

のの、他の手数料・手続きを要求され、最終的に米国へ

の移住を断念した可能性があるとの調査を発表した。 

 

特にキューバ、ベネズエラ、ハイチについて複数の制限

が設けられており、これらの国の米国移住希望者の多く

は、移民手続きの手数料の支払いをしたが最終的に断念

したと推測している。これら 3 か国からの移民関連申請

は１２０万件以上が凍結状態にあり、全体の約２００万

件の手続きのうちの大きな割合を占めている。 

 

Cato 研究所は、トランプ政権による新たな制限措置に

より停滞した手続きによる無駄な手数料支払いは最大

１０億ドル規模になると指摘。「公的詐欺」の可能性を

訴えた。 

 

以上 


